
 

令和５年度寒河江市移住者自動車運転免許取得等支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、移住者の市内定着を促進し、もって定住人口の増加を図るた

め、運転免許の取得及び運転技術の向上に取り組む山形県外からの移住者に対

し、予算の範囲内において補助金を交付することに関し、寒河江市補助金等に

係る予算の執行の適正化に関する規則（平成６年市規則第１７号。以下「規則」

という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

⑴ 運転免許 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第８４条第３項に規定

する普通自動車免許をいう。 

⑵ 夫婦 婚姻届を提出し受理された、法律上の婚姻関係にある夫婦をいう。 

⑶ 転入若者夫婦 本市への転入の日前１年間において山形県内に住所を有し

ていなかった夫婦で、申請時において夫若しくは妻のいずれか又はその双方

が満４０歳以下の夫婦をいう。 

⑷ 転入子育て世帯 本市への転入の日前１年間において山形県内に住所を有

していなかった世帯で、申請時において生計を一にする義務教育修了前の子

と同居している世帯をいう。ただし、生計を主として維持する者が当該子の

親である場合に限る。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、転入の

日から１年以内で、かつ、次に掲げる要件のいずれにも該当する者とし、１世

帯につき１名限りとする。 



 

⑴ 世帯主の転勤及び進学以外の理由で、本市に転入した転入若者夫婦又は転

入子育て世帯の世帯員であること。 

⑵ 世帯員全員が転入の日以前に本市に住所を有していないこと。 

⑶ 補助金の交付を受けた日から３年以上本市に居住する意思があると認めら

れる者であること。 

⑷ 世帯員に外国人を含む場合は、当該外国人が出入国管理及び難民認定法（昭

和２６年政令第３１９号）その他の法令に基づき、日本国に永住権を有して

いる者であること。 

⑸ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護を受けていない世帯に

属する者であること。 

⑹ 補助対象者並びにその世帯主及び配偶者が市税等（転入前の居住地の市区

町村税等を含む。）を滞納していない者であること。 

⑺ 補助対象者及びその世帯員が過去に本補助金の交付を受けていない者であ

ること。 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、令

和５年４月１日から令和６年３月３１日までの期間（ 以下「対象期間」という。）

において、市内の自動車教習所を卒業し運転免許を取得すること（以下「運転

免許取得」という）に要する経費並びに市内の自動車教習所でペーパードライ

バー講習及び雪道運転講習等（以下「講習等」という。）の受講に要する経費の

うち、次に掲げるものとする。 

⑴ 自動車教習所の入校料、教習料及び検定料 

⑵ その他免許交付等に係る経費 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費を合算した額から他団体及び企業等から受



 

ける補助金等の額を減じて得た額の２分の１以内の額とし、上限を運転免許取

得のときは１５万円、講習等のときは１万円とする。 

２ 前項の規定により計算した補助金の額に１，０００円未満の端数があるとき

は、これを切り捨てるものとする 。 

（補助金等交付申請書） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、規則第

５条の規定にかかわらず、令和５年度寒河江市移住者自動車運転免許取得等支

援事業補助金交付申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）に次に掲げる

書類を添えて、令和６年１月末日までに市長に提出しなければならない。 

⑴ 戸籍の附票の写し又は除かれた戸籍の附票の写し（世帯員全員の転入の日

以前の住所がわかるもの） 

⑵ 住民票の写し（世帯員全員について記載されているもの） 

⑶ 転入前の居住地の市区町村が発行する申請者並びにその世帯主及び配偶者

の納税証明書 

⑷ 市税等の納付状況及び戸籍の調査に係る同意書（様式第２号） 

⑸ その他必要と認められる書類 

（補助金の交付の決定） 

第７条 市長は、前条の規定による申請書の提出があった場合は、その内容を審査

し、交付の可否を決定する。 

２ 市長は、前項の審査に当たり、必要があると認められるときは、申請者の居住

の実態等の調査をすることができる。 

３ 市長は補助金を交付しないことを決定したときは、申請者に対し、令和５年度

寒河江市移住者自動車運転免許取得等支援事業補助金不交付決定通知書（様式

第３号）にその理由を付して通知するものとする。 

 



 

（補助事業等の変更の条件） 

第８条 規則第７条第１項第１号ア及びイに規定する補助事業等の軽微な変更と

は、補助対象経費の区分ごとに配分された額の増減が１万円を超えない変更と

する。 

２ 規則第７条第１項第１号の規定により補助事業の変更について市長の承認を

受けようとするときは、令和５年度寒河江市移住者自動車運転免許取得等支援

事業補助金変更承認申請書（様式第４号）を提出しなければならない。 

（補助事業等実績報告書） 

第９条 第７条に規定する交付決定の通知を受けた申請者（以下「交付対象者」と

いう。）は、補助対象事業が完了したときは、規則第１４条の規定にかかわらず、

令和５年度寒河江市移住者自動車運転免許取得等支援事業補助金実績報告書

（様式第５号）に次に掲げる書類を添えて、補助対象事業の完了の日から１か

月以内又は令和６年３月３１日のいずれか早い日までに市長に提出しなければ

ならない。 

⑴ 補助対象経費の領収書等の写し 

⑵ 申請者の取得した運転免許証の写し（運転免許取得に要する経費を申請し

た場合） 

⑶ その他必要と認められる書類 

（交付決定の取消し及び補助金の返還） 

第１０条 市長は、交付対象者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の

交付の決定の全部又は一部を取り消し、既に交付した補助金の全部又は一部を

返還させることができる。 

⑴ 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

⑵ 補助金の交付決定に付した条件又は市長の指示に違反したとき。 

⑶ 対象期間に運転免許が発行されなかったとき又は発行される見込みがない



 

とき。 

⑷ 補助金の交付を受けた日から３年以内に本市から転出したとき。 

⑸ この要綱に違反する行為があったとき。 

⑹ その他市長が必要と認めるとき。 

 （帳簿等の保管） 

第１１条 規則第２２条に規定する帳簿及び証拠書類は、補助事業が完了した日

が属する年度の翌年度の４月１日から起算して５年間保管しなければならない。 

（委任） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、市

長が別に定める。 

  附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 


